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厚生労働省が示した 

「名ばかり管理職」の基準 

 

◆飲食業・小売業の店長などが対象 

 

昨今、大きな社会問題となっている「名ばかり管

理職」（職務権限や待遇が不十分にもかかわら

ず管理監督者とみなされて残業代が支払われ

ない労働者）について、新たな動きがありまし

た。 

 

厚生労働省は、チェーン展開している飲食業・

小売業の店長などが労働基準法上の「管理監

督者」に該当するかどうかの具体的な判断基準

を盛り込んだ通達を、都道府県労働局長あて

に出しました（平成２０年９月９日）。個別の業

種・業態について詳細な基準を示したのは、異

例のことです。 

 

◆具体的な判断基準は？ 

 

この通達（「多店舗展開する小売業、飲食業等

の店舗における管理監督者の範囲の適正化に

ついて」）では、「名ばかり管理職」の判断基準

として、以下のことなどが挙げられています。 

 

（１）職務内容や権限について、「パートやアル

バイトなどの採用権限がない」ことや「パートらに

残業を命じる権限がない」こと。 

（２）勤務時間について、「遅刻や早退をした場

合に減給などの制裁がある」ことや「長時間労

働を余儀なくされるなど、実際には労働時間の

裁量がほとんどない」こと。 

（３）賃金について、「時間あたりの賃金がパート

らを下回る」ことや「役職手当などが不十分であ

る」こと。 

 

◆「名ばかり管理職」最近の事例 

 

紳士服大手「コナカ」の店長２人が「名ばかり管

理職」だったとして、未払い残業代（計約１，２８

０万円）を求めて申し立てていた労働審判にお

いて、横浜地裁は８月２２日、原告の主張を認

めました。同社の店長が司法の場で「名ばかり

管理職」だと認定されたのは初めてのことだそう

です。 

 

厚生労働省では、上記の通達を出すにあたっ

て「適切な監督指導を行い、管理監督者の範

囲の適正化を図りたい」としており、今後の実務

や裁判等にも大きな影響を与えそうです。 

 

 

迫り来る「２００９年問題」に 

どう対応するか？ 

 

◆製造派遣の「２００９年問題」とは？ 

 

２００４年の労働者派遣法改正において、それ

まで認められていなかった製造業への労働者

派遣（製造派遣）が「１年間」に限って解禁され、

２００７年にはこれが最長「３年間」に延長されま

した。２００７年３月の時点で契約１年以内であ

った労働者派遣については、手続きを踏むこと

より契約期間を２年間延長することができるよう

になりました。 

カワムラ社労士事務所便り 

平成 20年１０月号 

ご連絡先：〒583-0852 
大阪府羽曳野市古市 2271-68 
電話：072-956-8846 FAX：072-956-8690 
E ﾒｰﾙ：fwny9920@mb.infoweb.ne.jp  
HP http://kawamura-sr.blogdehp.ne.jp 
 

社会保険労務士 川村泰文 



 2 

「２００９年問題」とは、２００６年３月１日以降に

締結された派遣契約が２００９年３月１日以降に

契約期間の上限を迎え、その際に企業はどの

ように対応するかという問題です。 

 

もっとも、２００６年夏の“偽装請負騒動”以降に

請負から労働者派遣に切り替えた企業も多い

ため、派遣社員の契約期間の上限到達が本格

化するのは２００９年秋以降だとも言われていま

す。 

 

◆企業はどのように対応するか？ 

 

労働者派遣法においては、契約期間が３年間

を超えた場合に再度派遣契約を締結する際に

は、３カ月間以上期間を空けなければいけない

とされています。そこで、派遣先企業の対応の

選択肢としては、（１）派遣から請負に切り替え

る、（２）派遣から直接雇用に切り替える、ことが

考えられています。 

 

（１）の請負への切替えについては、業務内容

を検討しながら、「区分基準」（昭和６１年労働

省告示第３７号）で示されている条件等をクリア

していく必要があります。その際には厚生労働

省から発表されている「製造業の請負事業の適

正化及び雇用管理の改善に関する研究会報

告書」（２００７年６月２９日）にあるチェックシート

が参考になると思われます。 

 

（２）の直接雇用への切替えについては、人件

費の増加などが特に中小企業を悩ます問題と

なります。 

 

いずれにしても、派遣先企業としては自社にお

けるリスクを考えながら、適切に対応していかな

ければなりません。 

 

◆大手企業における対応策は？ 

 

キヤノンは今年３月に、子会社を含めた工場な

どの製造現場で働く派遣社員（約１万２０００

人）の受入れを年内に全面的に打ち切り、半数

を直接雇用の期間社員、残りの半数を請負会

社との契約に切り替えることを明らかにしました。

同社は偽装請負があるとして労働局などから指

導を受け、派遣契約への切替えを順次すすめ

ていましたが、直接雇用と請負とに再編する方

針のようです。 

 

 

もうお済みですか？ 

「外国人雇用状況」の届出 

 

◆1０月１日までに届出が必要 

 

昨年１０月１日に改正雇用対策法が施行され、

すべての事業主に「外国人雇用状況の届出」

が義務化されました。 

 

具体的には、外国人労働者（特別永住者およ

び在留資格が「外交」「公用」の者を除く）の雇

入れまたは離職の際に、当該外国人労働者の

氏名・在留資格・在留期間等について確認し、

厚生労働大臣（実際にはハローワーク）へ届け

出ることが必要となりました。これは、アルバイト

など臨時に雇用する場合の届出についても同

様です。 

 

上記の届出を怠ったり、虚偽の届出を行ったり

した場合には、罰金（３０万円以下）が科せられ

ますが、改正法の施行前から継続雇用してい

た外国人労働者の届出については、今年の１０

月１日まで猶予されていました。そして、いよい

よその期限が迫っています。 

 

もう届出はお済みでしょうか？ 

 

◆外国人労働者数は約３４万人 

 

厚生労働省は、改正雇用対策法の施行を受け

て外国人の雇用状況を集計し、先日その結果

を公表しました。今年６月末時点における外国

人労働者数（特別永住者を除く）は３３万８，８１

３人でした。 
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◆今後も増加が予想される外国人労働者 

 

今年７月、自民党の「外国人労働者問題プロジ

ェクトチーム」は、原則としてすべての業種にお

いて外国人労働者を受け入れることなどを盛り

込んだ「外国人労働者短期就労制度」の創設

を提言する方針を固めたと発表しました。 

 

また、大学などを卒業して日本国内で就職した

外国人留学生の数は２００７年に過去最高の１

万２６２人（前年比２４％増）となったというデータ

もあり、今後も外国人労働者は増加していくも

のと予想されます。 

 

 

１０月から発足する「協会けんぽ」で 

何が変わる？ 

 

◆「政管健保」から「協会けんぽ」へ 

 

現在、主に中小企業の従業員やその家族など

約１，９９０万人が加入している「政府管掌健康

保険」は国によって運営されていますが、今年

の１０月１日からは、国から独立した新たな健康

保険として発足する「全国健康保険協会」（通

称：協会けんぽ）が運営を引き継ぐことになって

います。 

 

協会けんぽは、「非公務員型」の法人として新

設される機関であり、そこで働く職員は公務員

ではなく民間の職員となります。理事長や各都

道府県における支部長なども民間から登用さ

れ、「民間のノウハウを積極的に採り入れてい

く」そうです。 

 

◆新たな保険証への切替え 

 

政府管掌健康保険に加入していた人は、１０月

１日以降、順次、新たな被保険者証（保険証）

に切り替えられます。保険証の切替手続は会

社を通じて行われますが、任意継続被保険者

の人には直接自宅に保険証が郵送されます。

１０月以降に新たに協会けんぽに加入する人

や保険証の再交付の手続きをした人には、新

たな保険証が発行されます。 

 

なお、保険証の切替えが完了するまでの間は、

従来の保険証も引き続き医療機関等で使用す

ることができます。 

 

◆保険料は都道府県ごとに設定 

 

健康保険の保険料率は、９月３０日までの政府

管掌健康保険の保険料率（８．２％）が適用さ

れます。しかし、協会けんぽの設立後１年以内

に、都道府県ごとに、地域の医療費が反映され

た保険料率が設定されることとなっています。 

 

都道府県単位の保険料率は、年齢構成や所

得水準に応じて、都道府県間で調整を行ったう

えで設定されるようです。都道府県別の保険料

率への移行にあたっては、大幅に上昇する場

合には「激変緩和措置」が講じられることになっ

ています。 

 

なお、政管健保は高齢者医療への拠出金や

医療給付費などの増加による影響から２００７年

には赤字に転落しており、厚生労働省は、０．１

～０．３％程度の引上げが必要との試算結果を

発表しています。 

 

◆給付内容等は変更なし 

 

医療機関で受診する場合の自己負担割合や

高額療養費の負担限度額、傷病手当金などの

給付の金額や要件などは、これまでと変わりあ

りません。 

 

働きながら年金を満額もらうには？ 

 

◆在職老齢年金制度 

 

厚生年金は働きながら受け取ることもできます

が、「在職老齢年金制度」により、賃金・年金額

に応じて受給額が減額されてしまいます。これ

には釈然としない人も多いようですね。 
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厚生年金を満額受け取って働くにはどうすれば

よいか、対策を考えてみます。 

 

◆対策その１：個人事業主になる 

 

在職老齢年金の仕組みでは、給料と年金を組

み合わせた収入が多い人について、厚生年金

の支給額が減額されます。ポイントは、これらの

計算対象となる収入とは、あくまで「給料と賞

与」である、ということです。 

 

減額制度は、厚生年金に加入し続けて働く人

が対象です。個人事業主として独立すれば、

雇われて給料をもらうことはないので厚生年金

から外れ、支給される年金が減額されることも年

金保険料を負担する必要もなくなります。また、

勤めていた会社で働き続ける場合でも、個人事

業主として業務委託契約を結べば、満額もらう

ことができることがあります。 

 

◆対策その２ 

：厚生年金に加入しなくても済む形態で働く 

 

独立できるだけの専門的知識と技能がない場

合、最も現実的なのは、厚生年金に加入しなく

ても済む、非正規のパートやアルバイトとして働

くことでしょう。原則、勤務日数か勤務時間のど

ちらかが正社員の４分の３未満であれば、厚生

年金の加入義務はありません。 

 

また、従業員５人未満の個人事業所に就職す

ることも１つの方法です。業種にもよりますが、

勤務先の事業所が厚生年金に加入しなくても

よいので、働く人も減額の仕組みから外れま

す。 

 

◆気をつけたいポイント 

 

厚生年金に加入せずに働く場合、落とし穴もあ

ります。妻が専業主婦の場合、夫が厚生年金

保険から外れれば、妻も国民年金の第１号被

保険者となります。６０歳未満であれば国民年

金保険料を支払う必要が生じ、保険料負担が

増えて世帯収入が減るおそれもあります。また、

厚生年金保険料を支払い続ければ、当然退職

後に受け取る年金総額が増えます。目先の年

金額に目を奪われすぎると、かえって損につな

がる恐れもあるのです。 

 

満額支給にこだわって手取り総額の減少を我

慢するか、減額されても手取り総額を増やすか、

あるいは満額受給しつつ起業に挑戦するか、

様々な選択肢が広がります。年金の受取り方は、

働き方やライフスタイルといった、老後生活全

体を考えることにつながりますので、よく考えて

選択するべきといえます。 

 

 

１０月の税務と労務の手続 

［提出先・納付先］ 

 

１０日 

 

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の 

納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出 

＜前月以降に一括有期事業を開始している 

場合＞［労働基準監督署］ 

 

３１日 

 

○個人の道府県民税・市町村民税の納付 

＜第３期分＞［郵便局または銀行］ 

○労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、

７月～９月分＞［労働基準監督署］ 

○健保・厚年保険料の納付 

［郵便局または銀行］ 

○日雇健保印紙保険料受払報告書の提出

［社会保険事務所］ 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器 

使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

 


